
 

名古屋証券取引所における国債証券の条件付取引の廃止等に伴う 

「業務方法書の取扱い」の一部改正について 

 

I. 改正趣旨 

株式会社名古屋証券取引所における国債証券の取引における決済期間が短縮されることにあ

わせて国債証券の条件付取引が廃止されること等に伴い、「業務方法書の取扱い」について、別

紙のとおり所要の改正を行う。 

 

II. 改正概要 （備  考） 

１．名古屋証券取引所における国債証券の条件付取引の廃止 

名古屋証券取引所における国債証券取引の清算対象

取引を普通取引に改める。 

 

・業務方法書の取扱い第３条 

２．その他 

その他所要の改正を行う。 

 

・業務方法書の取扱い第３条 

III. 施行日 

２０１８年５月１日から施行する。 

 

以 上 
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業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（清算対象取引） （清算対象取引） 

第３条 業務方法書第３条第２項第１号に定

める取引に係る清算対象取引は、次の各号

に掲げる指定市場開設者が開設する金融商

品市場における当該各号に定める有価証券

の売買とする。この場合における用語の意

義は、当該各号に掲げる指定市場開設者が

定めるところによるものとする。 

第３条 業務方法書第３条第２項第１号に定

める取引に係る清算対象取引は、次の各号

に掲げる指定市場開設者が開設する金融

商品市場における当該各号に定める有価

証券の売買とする。この場合における用語

の意義は、当該各号に掲げる指定市場開設

者が定めるところによるものとする。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 株式会社名古屋証券取引所 

  次のａからｉまでに掲げる有価証券の

区分に応じ、当該ａからｉまでに定める

取引（立会外分売、過誤訂正等のための

売買及び復活のための売買を含み、当日

取引その他売買契約締結の日に決済を行

う取引については対当取引に限る。） 

 

  ａ 内国法人の発行する株券 

当日取引、普通取引、発行日取引及

びＮ－ＮＥＴ取引 

ｂ 内国法人の発行する新株予約権証券

  当日取引、普通取引及びＮ－ＮＥＴ

 取引 

ｃ 外国法人の発行する株券（外国法人

 の発行する新株予約権証券を含む。） 

  当日取引、普通取引及びＮ－ＮＥＴ

 取引 

ｄ 投資信託受益証券 

  当日取引、普通取引及びＮ－ＮＥＴ

 取引 

ｅ 外国投資信託受益証券 

  当日取引、普通取引及びＮ－ＮＥＴ

 取引 

ｆ 外国投資証券 

  当日取引、普通取引及びＮ－ＮＥＴ

 取引 

  ｇ 債券（ｈ又はｉに掲げるものを除

（２） 株式会社名古屋証券取引所 

   次のａからｉまでに掲げる有価証券の

区分に応じ、当該ａからｉまでに定める

取引（立会外分売及び立会外買付に係る

売買、過誤訂正等のための売買並びに復

活のための売買を含み、当日取引その他

売買契約締結の日に決済を行う取引につ

いては対当取引に限る。） 

  ａ 内国法人の発行する株券 

当日取引、普通取引、発行日取引、

終値取引及び相対交渉取引 

  ｂ 内国法人の発行する新株予約権証券

 当日取引及び普通取引 

 

  ｃ 外国法人の発行する株券（外国法人

の発行する新株予約権証券を含む。 

    当日取引、普通取引、終値取引及び

相対交渉取引 

  ｄ 投資信託受益証券 

    当日取引、普通取引、終値取引及び

相対交渉取引 

  ｅ 外国投資信託受益証券 

    当日取引、普通取引、終値取引及び

相対交渉取引 

  ｆ 外国投資証券 

    当日取引、普通取引、終値取引及び

相対交渉取引 

  ｇ 債券（ｈ又はｉに掲げるものを除
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く。） 

    当日取引及び普通取引 

  ｈ 国債証券 

    普通取引 

 

 

  ｉ 転換社債券型新株予約権付社債券 

    当日取引、普通取引及びＮ－ＮＥＴ

取引 

く。） 

    当日取引及び普通取引 

  ｈ 国債証券 

    一定の条件を付した呼値に係る取引

及び当該条件を付さない呼値に係る取

引 

  ｉ 転換社債券型新株予約権付社債券 

    当日取引、普通取引、終値取引及び

相対交渉取引 

（３）～（６） （略） （３）～（６） （略） 

２～１１ （略） ２～１１ （略） 

  

  

付  則  

この改正規定は、平成３０年５月１日から

施行する。 

 

  

 

 


